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外
形
標
準
の
子
法
人
対
応
、リ
ー
ス
の
申
告
調
整

翌
期
以
降
に
向
け
て

確
認
し
て
お
く
べ
き
留
意
事
項

第２章
【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
外
形
標
準
課
税
に
お
け
る
対
象
法
人
の

範
囲
の
見
直
し
に
つ
い
て
、２
０
２
６
年

４
月
１
日
以
後
に
開
始
す
る
事
業
年
度

か
ら
、「
１
０
０
％
子
法
人
等
へ
の
対
応
」

が
追
加
さ
れ
る
。具
体
的
に
は
、事
業
年

度
末
の
資
本
金
が
１
億
円
以
下
で
も
、

特
定
法
人（
資
本
金
と
資
本
剰
余
金
の

合
計
額
が
50
億
円
超
の
外
形
標
準
課
税

対
象
法
人
）の
１
０
０
％
子
法
人
等
で
、

資
本
金
と
資
本
剰
余
金
の
合
計
額
が

２
億
円
超
で
あ
る
法
人
は
、外
形
標
準

課
税
の
対
象
と
な
る
。

●
新
リ
ー
ス
会
計
基
準
の
適
用
に
あ
た
っ

て
、オ
ペ
レ
ー
テ
ィ
ン
グ・リ
ー
ス
を
賃

貸
借
処
理
し
た
借
手
の
取
扱
い
が
会
計

と
税
務（
法
人
税
、消
費
税
、法
人
事
業

税（
外
形
標
準
課
税
）等
）で
異
な
る
た

め
、申
告
調
整
等
が
必
要
で
あ
る
。

外
形
標
準
課
税
に
お
け
る

対
象
法
人
の
拡
大：

１
０
０
％
子
法
人
等
へ
の

対
応（
２
０
２
６
年
４
月
１
日

以
後
に
開
始
す
る
事
業
年
度
よ

り
適
用
）

⑴
　
改
正
の
概
要

外
形
標
準
課
税
に
お
け
る
対
象
法
人
の

範
囲
が
見
直
さ
れ
、
事
業
年
度
末
の
資
本

金
が
１
億
円
超
の
法
人
と
い
う
基
準
を
維

持
し
つ
つ
、
１
０
０
％
子
法
人
等
へ
の
対

応
が
２
０
２
６
年
４
月
１
日
以
後
に
開
始

す
る
事
業
年
度
よ
り
追
加
さ
れ
る
。

具
体
的
に
、
事
業
年
度
末
の
資
本
金
が

１
億
円
以
下
で
も
、
特
定
法
人（
資
本
金

と
資
本
剰
余
金
の
合
計
額
が
50
億
円
超
の

外
形
標
準
課
税
対
象
法
人
）の
１
０
０
％

子
法
人
等
で
あ
り
、
か
つ
、
資
本
金
と
資

本
剰
余
金
の
合
計
額
が
２
億
円
超
で
あ
る

法
人
は
外
形
標
準
課
税
の
対
象
と
な
る
。

こ
の
改
正
の
趣
旨
と
し
て
、
外
形
標
準

課
税
に
お
け
る
対
象
法
人
の
拡
大
事
業
部

門
を
分
社
化
し
、
分
社
し
た
子
会
社
の
資

本
金
を
１
億
円
以
下
に
し
て
、
外
形
標
準

課
税
の
対
象
範
囲
が
実
質
的
に
縮
小
す
る

事
例
が
あ
り
、
こ
の
点
が
問
題
視
さ
れ
た

た
め
で
あ
る
。

前
述
の「
特
定
法
人
」と
は
、
次
の
①
ま

た
は
②
に
掲
げ
る
法
人
を
い
う（
地
法
72

の
２
①
一
ロ
⑴
）。

①　
資
本
金
と
資
本
剰
余
金
の
合
計
額
が

50
億
円
を
超
え
る
法
人（
所
得
割
額
の

み
が
課
さ
れ
る
法
人
を
除
く
）

②　
保
険
業
法
に
規
定
す
る
相
互
会
社
お

よ
び
外
国
相
互
会
社

特
定
法
人
の
１
０
０
％
子
法
人
等
に
該

当
す
る
か
の
判
定
は
、
当
該
事
業
年
度
終

了
の
日
の
現
況
に
よ
り
行
う
。

ま
た
、
親
法
人
が
特
定
法
人
に
該
当
す

る
か
の
判
定
は
、
そ
の
子
法
人
に
お
い
て

判
定
を
行
う
事
業
年
度
終
了
の
日
以
前
、

最
後
に
終
了
し
た
親
法
人
の
事
業
年
度
終

了
の
日（
な
い
場
合
、
親
法
人
の
設
立
の

日
）の
現
況
に
よ
り
行
う（
地
法
72
の
２
②

二
）。国

内
に
恒
久
的
施
設
を
有
さ
ず
事
業
税

の
納
税
義
務
の
な
い
外
国
法
人
に
つ
い
て

も
、
国
内
で
事
業
税
を
課
す
と
し
た
な
ら

ば
外
形
標
準
課
税
の
対
象
と
な
る
法
人

（
資
本
金
１
億
円
超
）で
あ
り
、
か
つ
、
資

本
金
と
資
本
剰
余
金
の
合
計
額
が
50
億
円

等
を
行
っ
た
事
業
年
度
末
が
資
本
金
１
億

円
超
の
た
め
外
形
標
準
課
税
の
対
象
と
な

る
。
さ
ら
に
、
資
本
金
・
資
本
剰
余
金
の

合
計
額
が
10
億
円
超
の
場
合
、
そ
の
後

１
億
円
以
下
に
減
資
を
行
っ
た
場
合
で

も
、
そ
の
後
の
事
業
年
度
に
お
い
て
外
形

標
準
課
税
の
対
象
の
ま
ま
と
な
る
。

外
形
標
準
課
税
対
象
外
の
資
本
金
１
億

円
以
下
の
法
人
が
、
増
資
等
で
資
本
金

１
億
円
超
に
な
っ
た
場
合
、
同
一
期
中
に

資
本
金
１
億
円
以
下
に
減
資
す
る
と
、
引

き
続
き
外
形
標
準
課
税
の
対
象
外
と
な
る
。


